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る多数当事者間の不法行為責任の分担に関する 5 つのアプローチ（トラック A～E）のうち，純粋
な連帯責任原則（トラック A）と個別責任原則（トラック B）について考察した。
本稿では，残りの 3 つのアプローチ（トラック C～E）を考察し，最後に，本リステイトメント
が独立不法行為競合の場面おいて拠って立つ基本的立場を明らかにする。
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2 大阪地判平成 7 年 7 月 5 日判時1538号17頁（西淀川第 2 次～第 4 次訴訟）など。
3 最判昭和43年 4 月23日民集22巻 4 号964頁（山王川事件判決），最判平成13年 3 月13日民集55巻 2 号328頁
（交通事故と医療過誤の競合）など。



























4 拙稿「アメリカ不法行為法における多数当事者間の責任分担ルール―第 3 次不法行為法リステイトメントを
手掛かりとして」法学研究論集第49号（2018）163頁以下。
5【第17条】 独立不法行為者に対する連帯責任又は個別責任
「複数人の独立した不法な行為が不可分の損害の法的原因である場合，適用法域の法（the law of the ap-
plicable jurisdiction）が，それらの者が連帯責任を負うか，個別責任を負うか，又は連帯責任と個別責任の
混合の下で責任を負うか，を決定する。」
協会（American Law Institute : ALI）によって「第 3 次不法行為法リステイトメント責任の分














任の分担に関する 5 つのアプローチ（トラック A～E）のうち，純粋な連帯責任原則（トラック A）
と個別責任原則（トラック B）に規定されている条文を取り上げ，その内容を考察した。
本稿は，残りの 3 つのアプローチ，すなわち，「再配分を伴う連帯責任」であるトラック C（第
1 章），「比較責任の比率の閾値に基づく混合責任」であるトラック D（第 2 章），及び「損害の類















【第 C18 条】 不可分の損害に関する複数の不法行為者の責任
「複数人の独立の不法な行為が不可分の損害の法的原因である場合，第 C21 条の再配分規定に基
づいて，各人は不法な行為に起因する回復可能な損害賠償金に関して連帯責任を負う。」























6 See DAN B. DOBBS, PAUL T. HAYDEN, ELLEN M. BUBLICK, HORNBOOK ON TORTS 901902 (West Publishing
Co. 2th ed. 2016).
7 統一州法案とは，アメリカ各州の法律の統一を促進するために創設された統一州法委員全国会議（National









再配分制度の運用例は次の通りである6。B と C の独立の不法な行為が原告である A に不可分の
損害を生じさせ，A は B と C を訴えた。事実認定者は原告の損害額を100,000ドルとし，A に10
，B に60，C に30の責任を認定した（B と C は90,000ドルについて連帯責任を負う）。A は
B から90,000ドルの損害賠償を獲得した。B は自己の負担額の超過分30,000ドルについて C に求
償することができるが，既に C は無資力状態に陥っていた。この場合，C の負担額30,000ドル
は，裁判所によって A と B の責任割合（16）に応じて割り振られ，A の負担額は14,286ドル，
B の負担額は85,714ドルとなる。その結果，B は A に対し4,286ドルを求償することができる（あ
るいは，A は B に4,286ドルを返還する）。
再配分制度は，「統一州法案（uniform state law）」7 の一つとして1977年に公表された「統一比
較過失法案（Uniform Comparative Fault Act）」において採用された。
本法案は，公表当時アメリカの多くの州が比較過失を採用するに至っていたということを認識し
つつも，共同不法行為者に対してコモン・ロー上の連帯責任原則を維持する立場を取っている（第








8 UNIF. COMPARATIVE FAULT ACT, §2(d), 12 U.L.A 39 (Supp. 1984) (Commissioners' comment). また，本リ
ステイトメントによれば，再配分制度の合理性は，Charles O. Gregory (Associate Professor of Law Univer-
sity of Chicago）よって以前から示唆されていたという。Gregory によれば，比較過失法の下では，損害に
対して原告にも過失がある場合には，共同不法行為者の一人の無資力のリスクを過失割合に応じて原告を含
む訴訟当事者に配分することが，比較過失法の目的に適う唯一の管理手法であるという。RESTATEMENT
THIRD, TORTS : APPORTIONMENT OF LIABILITY (American Law Institute Publishers, 2000) (hereinafter
``RESTATEMENT THIRD'') §C22 reporters' note cmt. a ; CHARLES O. GREGORY, LEGISLATIVE LOSS DISTRIBU-
TION IN NEGLIGENCE ACTIONS 142 (The University of Chicago Press. 1936).
9 RESTATEMENT THIRD §A18 cmt. a, §C19 cmt. h.
10 MICHAEL C. DUFF, WORKERS' COMPENSATION LAW : A CONTEXT AND PRACTICE CASEBOOK 6 (Carolina Aca-




































12 RESTATEMENT THIRD §C20 cmt. b ; Frank J. Vandall, A Critique of the Restatement (Third) Apportionment As
it AŠects Joint and Several Liability, 49 EMORY L. J. 583 (2000).
13 使用者が代位権を行使する場合は，第三当事者被告から得た損害賠償額から労災補償給付額を先に回収した
後，残額を被用者に返還する。DAN B. DOBBS, PAUL T. HAYDEN, ELLEN M. BUBLICK, TORTS AND COMPENSA-

























14 RESTATEMENT THIRD §C20 cmt. b.




金額を甘受せざるを得なくなるという問題が生じるという。RESTATEMENT THIRD §C20 reporters' note cmt.
d ; Andrew R. Klein, Apportionment of Liability in Workplace Injury Cases, 26 BERKELEY JOURNAL OF EMPLOY-
MENT & LABOR LAW. 8486 (2005).
17 こうした事情は，労働災害に対する排他的救済としての性格を有する労災補償制度が労使間の妥協の産物で
あるという歴史的経緯に因るところが大きい。RESTATEMENT THIRD §C20 reporters' note cmt. b.





§604.02, subd. 2,3.）。ミシガン州では，再配分制度の適用は医療過誤訴訟の場面に限られる（MICH. STAT.
§600.6304(6)(b)）。オレゴン州では，責任の再配分は，認定された責任割合が25を超え，かつそれが原
告の責任割合よりも大きい被告にのみ可能である（OREG. STAT. §31.610(4)(a)(b)）。See RESTATEMENT
THIRD §17 ; Mike Steenson, Recent Legislative Responses to the Rule of Joint and Several Liability, 23 TORT &




















19 RESTATEMENT THIRD §C21 cmt. b, c.
20 RESTATEMENT THIRD §C21 cmt. d.
21 RESTATEMENT THIRD §C21 reporters' note cmt. d. なお，申立期限の起算点は，判決が執行力を有した時が
最も妥当であるとする。
22 RESTATEMENT THIRD §C21 cmt. a ; See also DAN B. DOBBS ET AL., supra note 6, at 901.












とに責任がある不法行為者（tortfeasor liable for failure to protect the plaintiŠ from the speciˆc
risk of an intentional tort），及び第15条が規定する共謀行為者（persons acting in concert）に対し
ては再配分制度を利用することができない旨を規定する。
本リステイトメントは，ある被告が無資力に陥った場合においてトラック A（連帯責任）が内









第章 トラック D 比較責任の比率の閾値に基づく混合責任（Hybrid Liability Based




25 RESTATEMENT THIRD §D18 cmt. b, reporters' note cmt. b.
26 RESTATEMENT THIRD §D18 cmt. d, illus. 1.



















トラック D の運用例は次の通りである26。B と C の独立の不法な行為が A に不可分の損害を生
じさせ，A は B と C を訴えた。事実認定者は B に25の責任を割り当て，B は故意不法行為者で
あると認定した。そして，A には50の責任が，過失不法行為者である C には25の責任が割り
当てられ，A の損害額は100,000ドルであると認定された。この場合，第12条に基づき，B は A に







27 RESTATEMENT THIRD §D18 cmt. c.
28 515 So.2d 198 (Fla.1987).
29 RESTATEMENT THIRD §D18 reporters' note cmt. c. もっとも，中には，Disney World 事件のようなケースは
十分な資力を有し，かつ事件に対する「最安価費用回避者（cheapest cost avoider）」である企業が被告にな
ることがほとんどであるから，現実問題としては不公平ではないと指摘する論者もいる。Frank J. Vandall,
supra note 12, at 586.
30 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. c, g, reporters' note cmt. g.
31 Frank J. Vandall, supra note 12, at 585.
32「50」が慣例となりつつあるけれども，トラック D が効果的に機能するにはその閾値は高すぎるとのコメ




Walt Disney World Co. v. Wood 判決28 を挙げている。本判決は，フロリダ州にあるウォルト・デ




















第 D19 条は，原告の不可分の損害に関し法的責任はあるが，人的管轄権（personal jurisdiction）
又は事物管轄権（subject matter jurisdiction）の欠如等を理由として，訴訟当事者（party）として
――
33 See RESTATEMENT THIRD §10, §A1819.
34 See RESTATEMENT THIRD §11, §B1819.






























36 ここでは，``economic'' と ``pecuniary''，``noneconomic'' と ``nonpecuniary'' は言い換え可能であるとされ
ている。RESTATEMENT THIRD §17 cmt. a, §E18 cmt. a.
37 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. b, reporters' note cmt. b.
38 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. c.
39 Ibid.















する損害項目のことを指す。具体的には，過去及び将来の賃金喪失（past and future wage loss），
医療費（medical and care expenses），葬祭費（burial costs），財産損害（damage to property），
財産の使用の喪失（loss of use of property），修繕費（costs of repair），家事労働力の喪失（lost







活及び親密な関係の喪失（loss of society and companionship），生活の享楽の喪失（loss of enjoy-
ment of life, hedonic damages），家事労働力の喪失を除く配偶者権の喪失（loss of consortium




そのような立場に立つ理由として，メリーランド州特別控訴裁判所の判決（Edmonds v. Murphy, 573 A.2d





という。RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. c.
41 Ibid. なお，本リステイトメントは，「経済的損失（economic loss）」については，不法行為法ではなく契約
法の保護射程内の損害であるとして，非経済的損害と区別している。See East River Steamship Corp. v.
Transamerica Delaval, Inc., 476 U.S. 858, 106 S.Ct. 2295, 90 L.Ed.2d 865 (1986) ; See also Gary T.
Schwartz, Economic Loss in American Tort Law : The Examples of J'Aire and of Products Liability, 23 SAN
DIEGO L. REV. 37 (1986) ; Robert L. Ravin, Tort Recovery for Negligently In‰icted Economic Loss: A Reassess-
ment, 37 STAN. L. REV. 1513 (1985).
42 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. e, illus. 1.
43 トラック E のアプローチを立法化している州は 8 つあるが，本リステイトメントは，そのうち特にカリフォ
ルニア州，ネブラスカ州，ニューヨーク州の制定法を参照法令として挙げている。RESTATEMENT THIRD
§E18 reporters' note cmt. c.
44 ibid.
挙げられている41。
トラック E の運用例は次の通りである42。アミューズメント施設の乗り物で負傷した A は，乗
り物の製造業者である B，アミューズメント施設の所有者である C，誤って A の乗り物と衝突し
た D を訴えた。事実認定者は，A は，過去及び将来の賃金喪失で20,000ドル，医療費で30,000ド
ル，肉体的精神的苦痛で100,000ドルの損害を被ったと認定した。A には20，B には10，C に
は20，D には50の責任が割り当てられた。裁判所は，B，C，D は A の経済的損害について













45 RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. d.
46 ibid.
47 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. d.
48 RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. d ; See M. Stuart Madden, Selected Federal Tort Reform and
Restatement Proposals Through the Lenses of Corrective Justice and E‹ciency, 32 GA. L. REV. 1074 (1998).
49 RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. d.
50 See Frank J. Vandall, supra note 12, at 590.























第 E19 条は，第 D19 条と同様，原告の不可分の損害に関し法的責任はあるが，訴訟当事者とし
て訴訟に併合されていない非当事者，すなわち潜在的責任当事者に対する責任の割当の可否に関す
る規定である。
第 E19 条は，次の点において第 D19 条と異なる。まず，第 E19 条(a)は，原告に対して引き起
こされた不可分の損害の類型が経済的損害のみである場合，各独立不法行為者は原告に対して連帯
――
52 RESTATEMENT THIRD §E19 cmt. i.

























トラック A やトラック B のような純粋な責任形態から既に距離を置き，混合型の責任形態を採用
するに至っているため，本リステイトメントが独立不法行為競合の場面において提示する，多数当
事者間の責任分担方法は事実上，再配分型（トラック C），法定閾値型（トラック D），損害種別型
（トラック E）の三つに収斂されよう。
第二に，本リステイトメントが，あるべき責任分担方法としてトラック C～E を提示するに際し
て，原告の過失もまた損害全体の法的原因である場合に，被告の無資力のリスクを原告・被告間で
――
どのように配分するのが公平かという観点を議論の中心に据えていることが明らかとなった。いわ
ゆる損害の公平な分担だけでなく，被害者の救済（損害の補），加害行為の抑止，加害者への制
裁など数多くの見解が不法行為制度の主たる目的とされている我が国においては，本リステイトメ
ントのトラック C～E のアプローチが，被告の無資力のリスクを原告を含む他の訴訟当事者間で割
り当てるのに合理的な方法であると直截的に判断することは躊躇われる。それでも，再配分制度な
どの我が国にはない創造的精神に富む立法的産物が，我が国での問題を解決する上で有用な素材と
なる可能性は捨て切れないであろう。
本稿では，本リステイトメントが最も仔細に取り上げている独立不法行為競合事例における多数
当事者間の責任分担に関して，連帯責任と個別責任の要素を組み合わせた混合型の責任原則アプ
ローチに重きを置いて考察してきた。序論でも述べた通り，これまで本リステイトメントの骨格さ
え紹介されることがほとんどなかったのであるから，その骨格を明らかにする作業それ自体に意義
があるとすることは十分可能であろう。
しかし，我が国の競合的不法行為事例における多数当事者間の責任分担方法としての原則連帯責
任，例外分割責任の構造を再考するには，本リステイトメントの基本姿勢を明らかにするだけでな
く，アメリカの同様な事例における独立不法行為者に対する連帯責任原則が如何にして支配的な原
則となり，如何にしてその原則に修正が施されるに至ったのかをも，アメリカ不法行為法の根底に
ある思想や歴史的背景を探りつつ，明らかにする必要がある。アメリカ不法行為法における連帯責
任論の淵源に遡って初めて，本リステイトメントが提示するアプローチが，我が国における多数当
事者間の不法行為責任の分担のあり方を見直すための新たな視点をもたらすと考えられるからであ
る。この点については今後の研究課題とし，本稿では，本リステイトメントの内容の考察が，上記
の新たな視点をもたらす貴重な糸口になり得るという私見を述べるに留める。
